
平成28年度　補助事業・寄付等一覧
平成29年7月作成　NPO法人遠野山・里・暮らしネットワーク
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宗教法人真如苑 【寄付金 5,000,000円】
事業実施名称「ほっとひといき事業」「公営住宅コミュニティ創造支援活動」

農水省 農山漁村振興交付金事業（平成28-30年度事業）【5,984,048円】

実施主体：遠野ふるさと体験協議会
事業実施名称「安定生産が可能になってきた伝統野菜や新特産品のメニュー開

発及び市内観光関係者が一丸となった『食のおもてなし』を中心とするインバ

ウンド受入体制強化プロジェクト」

公益財団法人大阪コミュニティ財団 災害復興支援 【1,000,000円】
事業実施名称「被災地要支援家庭のコミュニティ形成フォローアッププロジェクト」

事業内容）東日本大震災被災者の要支援家庭が仮設住宅から公営住宅などに移行する際、これまでのコミュニティがバラバラになっており、出来るだけ早く地域コミュニティに参加

できるフォローアッププロジェクト

事業内容）ほっとひといき事業：仮設住宅やその周辺の自宅避難などの被災地に居住している方々を対象に（月2回30名程）を遠野市内へバスで移送し、日帰りで「入浴」「昼食」

「自由時間」「買い物」（「被災者の心身のリフレッシュ」「仮設入居後のコミュニティ形成の場の提供」となることを目的とする事業。公営住宅（特にマンションタイプ）の住民

事業内容）農山漁村への「食」を活用した観光と連携したグリーン・ツーリズム等

岩手県 グリーン・ツーリズム実践塾開催委託業務 【委託費 1,017,424円】

事業内容）岩手県内3名のGT中間支援組織のスタッフを研修生に、遠野での十数年のグリーン・ツーリズム実践のノウ

ハウ等を素材に実践型人材育成塾を開催した。①地域資源を活用した交流拡大手法 ②地域プロモーション手法 ③

組織運営手法等を習得する場を設け、参加した受入協議会の人材が、地域の活動の中心となり、地域の関係団体等と

大阪よどがわ市民生活協同組合 【寄付金 528,225円】

「被災地支援 コミュニティづくり等支援活動」

生活協同組合おおさかパルコープ 【寄付金 5,100,000円】
「被災地支援 コミュニティづくり等支援活動」

使用用途）陸前高田市や大槌町を中心とした災害公営住宅や仮設住宅などへのコミュニティづくりや各種支援活動の人件費、燃料費として

林野庁 森林・山村多面的機能発揮対策事業（平成26年度～）【3,745,818円】

実施主体：やかまし村里山会、上郷不動岩会、上郷小森山会、上郷里山会、上郷つなぎ会

事業内容）地域住民が中心となった民間協働組織が実施する、周辺地域住民による地域の森林の保全管理等の取組を行う。

環境保全】集落周辺の里山林を維持するための景観保全・整備活動 、集落周辺での鳥獣被害の防止活動、風倒木や枯損木の除去、集積、処理

森林資源】針葉樹の伐採による薪の採取とほだぎの採取

森林空間】地域の森林における森林環境教育や森林レクリエーション活動の実践等

平成28年度 NPO法人遠野山・里・暮らしネットワークへの寄付 【寄付総額 20,000円】 活動支援のため

9/23 大杉さとる様

東日本大震災現地NPO応援基金[特定助成]『しんきんの絆』復興応援プロジェクト 【1,616,402円】
事業実施名称「災害復興公営住宅のコミュ二ティづくり促進プロジェクト」

事業内容）被災地では仮設住宅から災害公営住宅や高台への移転が進んでいる。災害公営住宅では、様々な地区からの入居者が混在し、新たなコミュニティの形成が必要となる。

自治会が組織される（orこれから設立）ものの、コミュニティづくりが難しい現状にある。 そこで、自治会や地元関係団体と連携をしながら、住民が主体的にコミュ二ティづく

りができるきっかけとなる交流イベントを実施する。

農水省 農山漁村振興交付金事業（平成28-30年度事業）【6,735,988円】

実施主体：大阿仁地域活性化協議会
事業実施名称「大阿仁地域連携・元気アッププロジェクト」

事業内容）秋田県大阿仁地域の総合的な活性化のために、担い手組織（大阿仁地域活性化ワーキング組）の自立化を目指し

て地域の産業と暮らしの様々な側面での取組の全体像を明らかにし、その持続的な実施の基盤づくりを行う。

農水省 都市農村共生・対流総合対策交付金事業（平成27-29年度事業）【6,534,000円】

実施主体：釜石市甲子地区活性化協議会
事業実施名称「甲子柿6次産業化を軸にした活性化プロジェクト」

事業内容）釜石市甲子地区に残る伝統的な製法で製造する甲子柿を中心とした地域の「食」の6次産業化を推進しながら、首都圏の企業や団体と

の連携や地域住民のコミュニティを活性化させ、女性や高齢者等の多様な世代の社会参画を促す「食」を通したグリーン・ツーリズムによる地

域活性化のあり方の具体的な方向を明らかにし、体制を構築する。

日本財団 平成28年熊本地震災害に関わる支援活動助成 【430,000円】
事業実施名称「東日本大震災における後方支援のノウハウの移転」

事業内容）熊本地震の後方支援にたずさわる民間団体などへのノウハウ移転事業

使用用途）陸前高田市や大槌町を中心とした災害公営住宅や仮設住宅などへのコミュニティづくりや各種支援活動の人件費、燃料費として


